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司法における事実と目的と効果－焼津市付近上空のニアミス事故 
最高裁判決（平成 20 年（あ）920 号 業務上過失傷害被告事件・ 
平成 22 年 10 月 26 日最高裁第一小法廷決定）から考える－ 
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要旨 平成 22 年 10月 26 日に航空管制官 A及び航空管制官 Bが、ニアミス事故を引き起こ
し、乗客、客室乗務員合計 100名の負傷者を発生させた事実について、最高裁において業
務上過失致傷罪に処せられた。これに対して、航空関係者からは、高度にシステム化した
航空の世界で安全の確保を優先させること、そして、類似の事故の再発を防止することを
妨げる判決であるという批判がある。この批判を受けて、本論は本件判決の効果とそこで
認定された事実、及び事故調査等での事実との隙間にあるものについて検証する。 
 航空事故に関する法制度は、航空の運航の態様が世界共通でありながら、世界共通では
ない。例えば米国の航空事故調査の制度は、事実の追求と、それによって類似の事故の再
発を防止することが目的であり、明らかな懈怠などによる過失の場合を除いて、事故調査
は刑事免責を制度として伴い、当該事故の当事者が客観的な事実を陳述する機会が設けら
れているのに対し、日本の航空事故調査報告書は、裁判の事実認定のための証拠として採
用されることがあり、航空事故調査の客観性及び中立性と、刑事罰を目的とした訴追の範
囲が明確に区分されていない。 
航空事故調査が客観的な事実を基礎において成立するのに対して訴訟は争いであり、訴
訟においては、「何人も自己に不利益な事実を供述することを強要されない」（憲法第 38
条）とすれば、訴訟では事実の客観性が損なわれる可能性が否定されず、結果、そうした
制度そのものが航空の現場において「萎縮」を生じさせる。 
結局、刑事裁判の効果は、過失を犯した者を処罰するという目的に止まり、それを航空
関係全般の立場から評価すると、過失処罰自体には、今後の再発防止について後退の効果
も認められ、さらに長期的な視点から見れば、運航の技術が高度化するにつれて、この後
退の傾向が強まる可能性が否定できない。 
 
はじめに 
平成 22 年 10 月 26 日、最高裁判所（以下「最高裁」という）において、航空管制官 A
（女性 管制官 B の監督教育担当）及び航空管制官 B（男性 管制官 A の下で実地訓練中）
が、標記ニアミス事故を引き起こし、乗客 7 名及び客室乗務員 2 名が重症、ほか乗客 81
名及び客室乗務員 10 名が負傷で、合計 100 名の負傷者を発生させたとして、業務上過失致
傷罪に処せられた。これに対して、広義の航空関係者からは、高度にシステム化した航空
の世界で安全の確保を優先させ、類似の事故の再発防止のために最善を尽くすという国際
条約等に規定される本来のあり方を妨げる判決であるという批判がある（1）。第一審の東
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京地方裁判所（以下「東京地裁」という）の無罪判決を、第二審の東京高等裁判所（以下
「東京高裁」という）が破棄して有罪としたこと、さらに最高裁が、東京高裁の判決を支
持したため、当該航空管制官 2 名の有罪が確定したという裁判経過も、批判には反映され
ている（2）。 
この事件を受けて本論は、刑法第 211 条前段による業務上過失致傷罪適用の考え方を概
観することに止まらず、ニアミスの当事者である日本航空 907 便機長、日本航空 958 便機
長、管制官など関係者を総体的に捉え、航空管制官の業務上過失致傷罪の適用の可否を判
断する裁判上の事実認定と、当該 2 機の航空機の運航の分析から見た事実とを比較しなが
ら、本件ニアミス事故に関する判決が、社会、特に航空の分野にどのような影響をもたら
したかを考察することにする。 
最高裁の判決に先行する東京高裁の判決は、「本件の刑事責任を管制官や機長という個人
に追及することは相当ではない（東京地裁平成 16 年（刑わ）第 1325 号 判決平成 18 年 3
月 20 日）」という東京地裁の判決を、「管制官として明らかに初歩的な単純ミスをした被告
人に刑事責任を追及することは、何ら特異なこととは思われない」（3）として棄却し、さ
らに客観的な事故調査と、調査の対象となる者への刑事責任の追及は両立するのか、とい
う視点については「一種の立法政策を現行法の解釈に取り入れようとするものであるとす
れば、到底左たんできない」（4）と批判している。結局、最高裁は東京高裁の判決を支持
し、「本件は、そもそも被告人両名が航空管制官として緊張を持って意識を集中して仕事を
していれば、起こり得なかった事態である（宮川光治裁判長 補足意見）」（5）としたこと
により、航空管制官 A 及び航空管制官 B の業務上過失致傷罪が確定した。 
最高裁（有罪）、東京高裁（有罪）及び東京地裁（無罪）の判決に現れた論点は、2 つに
集約される。第一は、高速に対応し、かつ秒単位での航空管制官による指示、及びそれを
受けた機長及び副操縦士による判断という運航の連鎖で進んだ本件事故の原因を、航空管
制官に特定することが可能なのか、である。本件事故以外でも、航空機の便名の取り違え
は混雑状態で発生する。そして、その取り違えを修正するために航空管制官（管制担当）、
航空管制官（調整担当）、機長、副操縦士、場合によっては運航管理者など地上支援者など
が、それぞれ担当分野に応じて、その都度指示等を確認するのが航空の安全確保のひとつ
の形態である。ここに航空における構造的に必然な連携、言い換えれば、事故発生抑制の
ための多重の責任構造と、そこでのそれぞれの法的責任特定の可否の問題がある。 
第二は、事実の把握の方向性である。つまり、航空管制官の過失の存在のみを対象とし
た刑法第 211 条の適用の可否の検討が、航空管制官の方向から見た事実の評価に偏り、結
果として事実全体の認定に歪みを生じさせていないのか、である。航空機の運航における
航空管制官の指示は、事実上「許可」としての性格を持ちながら（名古屋地裁昭和 37 年判
決、昭和 35 年（わ）第 2445 号航空法違反、業務上過失死傷罪被告事件）、それでも航空機
自体の運航の責任は機長にあり、危険を回避するための目視による見張りは機長の義務で
ある（航空法第 71 条の 2）と規定される。こうしてみれば、航空管制官の指示の適否に対
する評価と並んで、日本航空の二人の機長の判断に過失はなかったのか、加えて、航空管
制官の指示による事態の修正にはレーダ（画面）の介在という機能的な限界があるとすれ
ば、当該限界以降の安全確保の責任は機長に継承されるのだから、2 機の航空機がともに
降下し、急接近するという事態を、それぞれの機長の操作と判断によって回避可能であっ
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たのか、さらにその場合における航空機衝突防止装置（Traffic Alert & Collision Avoidance 
System、以下 TCAS という）（6）の機能も検証される必要がある。 
このような問題意識を受けて、本論は以降、事件の内容を確認した後、それを踏まえて
判決にみる事実と運航の立場から見た事実を比較する。言い換えれば、本論は法の適用の
過程で現れる事実と、責任の所在に係わらず、回避の可能性を重視したときに現れる事実
との隙間を確認してみることになる。航空管制官への刑罰の適否を超えて、ヒューマン・
エラー発生の完全な防止を否定し、航空の全体をシステムとして把握した場合の事故再発
防止に貢献するためである。 
 
1 事故の事実から 
静岡県焼津市上空において、東京国際空港（羽田）から那覇空港へ向けて飛行中の日本
航空 907 便（Ｂ747-400）と、韓国のプサン国際空港から成田国際空港へ向けて飛行中の日
本航空 958 便（ＤＣ10-40）とがニアミス事故を発生させた。日本航空 907 便は事故のとき
に高度 39,000フィートに向けて上昇中であり、日本航空 958便は 37,000フィートを巡航（水
平飛行）中であった。2 機の航空機は、（図）（後掲 48 頁）に示すように日本航空 907 便が
飛行計画のとおり左に旋回したときから、交差点において同高度になり、ニアミスを発生
させることが確実視された。このとき、刑法第 211 条前段によって業務上過失致傷罪に問
われていた航空管制官（被告人）A、及び航空管制官（被告人）B は国土交通省東京航空
交通管制部において航空路管制に従事していて、かつ、焼津市上空付近の空域を担当し、
本件の 2 機の日本航空所属の旅客機を管制していた。そして航空管制官 B は、航空管制官
であるものの、航空管制官 A の監督指導の下に、当該空域（南関東空域）における航空路
管制の実地訓練を受けているところであった（7）。 
なお、ニアミスとは、航空交通管制の基本事項を定める管制方式基準（昭和 44 年 1 月 9
日 空制第 5 号）が、航空管制官の業務を「管制間隔の設定を第一順位とし、その他の業
務は次順位とする」（8）と定め、この場合の管制間隔について「航空交通の安全かつ秩序
ある流れを促進するため航空管制官が確保すべき最小の航空機間の空間をいう」（9）と定
義し、29,000 フィートを超える高度では、その管制間隔は垂直間隔では 2,000 フィート（約
610ｍ）であり、水平間隔では 5 ノーティカルマイル（約 9,260ｍ）と定めているところ（10）、
この管制間隔を維持できない状態をいう。   
日本航空 907 便が飛行計画上の経路に従って左に旋回を開始したのが平成 13 年 1 月 31
日午後 3 時 54 分 15 秒ころとされている。このときに航空管制官 B の着席していた管制卓
では、日本航空 907 便及び日本航空 958 便との間で、管制間隔の欠如に至ることを警告す
る異常接近警報が発せられた（11）。 
最高裁の決定では、「このような場合上昇中の日本航空よりも巡航中の日本航空 958 便に
対して直ちに降下指示を行うことが最も適切な管制指示であったところ」（12）、航空管制
官 B は「日本航空 958 便とほぼ同じ高度を上昇中の日本航空 907 便に対し高度 35000 フィ
ートまで降下するよう指示した」（13）が、航空管制官 B の意図は日本航空 958 便の降下
であり、この「907 便」は、「958 便」の言い間違いであった。そして、この言い間違いは
航空管制官 B が気付かないばかりか、監督指導を行っていた航空管制官 A も気付かないと
ころとなった。さらに航空管制の方法として、航空管制官の指示は副操縦士又は正操縦士
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が復唱することとなっており、この場合も復唱は行われたため、日本航空 907 便は、自己
に宛てた正しい管制指示であるという理解の下に、この管制指示に従って降下を開始し、
航空管制官 A 及び B は、それぞれの意図と異なる指示を出しながら、かつ、復唱に係わら
ず、それに気がつかなかったことになる（14）。 
日本航空 907 便は航空管制官 B の指示を復唱し、平成 13 年 1 月 13 日午後 3 時 54 分後
半には降下のための操作を開始したが、同時に日本航空 907 便機内に装備された TCAS が
作動し、操縦席内では機械的な音声による上方向への回避警告が発せられていた（15）。し
かしながら、日本航空 907 便の機長は、１）日本航空 958 便を視認していて、回避が可能
であると考えたこと、２）機体が既に降下の姿勢にあり、エンジン加速に時間を要し、か
つ、失速の可能性を考えたこと、３）航空管制官が自機を日本航空 958 便の下に行かせよ
うとしていると判断したこと、４）日本航空 958 便に TCAS が搭載されているか把握して
いなかったこと、などを理由に降下を続行したのである（16）。 
ところがほぼ同時刻（午後 3 時 54 分）に、日本航空 958 便に搭載されていた TCAS も
作動して、当該便の機長は、TCAS の下降の指示に従って降下の操作を開始した（17）。結
果として、日本航空 907 便及び 958 便が共に降下したために 2 機の水平間隔は著しく狭ま
り、日本航空 907 便の機長は衝突を避けるため、後に急降下の操作を余儀なくされ、この
操作のために日本航空907便の乗客らが機内で跳ね上げられ、その際に57名が負傷した（最
高裁決定文中にある負傷者数）。航空事故調査報告書（2002-5）の解析（推定）によれば、
そのとき（午後 3 時 55 分頃）、2 機は高度差約 40ｍ、水平距離約 135ｍの間隔ですれ違っ
たとされている（18）。 
航空管制官による便名言い違いの指示の後、約 1 分の間に生じたニアミスであった。こ
のニアミスの間、航空管制官は日本航空 958 便が TCAS に従って降下したこと、及び日本
航空 907 便が自らの指示に従って降下したことを確認できていない。ニアミスの際の衝突
回避のときに、日本航空 907 便では 9 名が重症を負い、さらに 91 名が負傷した（航空事故
調査報告書 2002-5 による負傷者数）が、ニアミスの際に降下を中断して水平飛行に移行し
ていた日本航空 958 便には負傷者がなかった。100 名の負傷者は、日本航空 907 便が衝突
回避のために行った急降下によるものであった。ニアミスの後、日本航空 907 便は出発地
である東京国際空港に引き返し、日本航空 958 便は目的地の成田国際空港への飛行を継続
した。日本航空 907 便には負傷者のほか、一部機体の損傷も生じていたことが報告されて
いる（19）。 
 
2 判決の主張から 
 平成 18 年 3 月 20 日の東京地裁の判決は、航空管制官 A 及び航空管制官 B を無罪として
いる。 
東京地裁の判断は、日本航空 907 便に対する指示が、たとえ便名を言い間違えていたと
しても、それが「実質的に危険性のある行為」であったか、否かに焦点をあてている（20）。
さらに東京地裁は、TCAS の作動による日本航空 958 便の進路変更（降下）について、「そ
の後の事態の流れ」を考慮することは、航空管制官の過失を認定する上で相当ではなく、
日本航空 907 便が降下し、日本航空 958 便が水平飛行を維持した場合には、2 機の間には
最も接近したときで 1,000 フィート（約 304m）の垂直間隔が維持されるのであるから、た
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とえ管制方式基準においてフライトレベル 290 を超える高度においては、航空機間の垂直
間隔として 2,000 フィート（フライトレベル 290 以下では 1,000 フィート）以上を維持する
ことと規定されていても（21）、公判における機長の証言を引用して、一般に 1,000 フィー
トの間隔が過失を認定するほどの危険に繋がるとは言えないと判断している。また、東京
地裁は、TCAS の作動と日本航空 958 便による降下（TCAS による降下指示）については、
本件被告の 2 名の航空管制官が直ちにそのような事態を予見すること（予見可能性）、そし
てそのような結果が生じることを具体的に認識することは出来ないと判断したのである
（22）。 
 東京地裁が無罪の判断に至った要因には、1）航空管制卓に設置されている異常接近警報
（Conflict Alert; CNF）が通常は接近の 3 分前に作動するところ、本件ではレーダーが日本
航空 907 便の飛行計画（予定）を反映せず、実際の航空機の航跡、方位、速度等にのみ対
応していたため、（図）（後掲 48 頁）に示すように日本航空 907 便が左に旋回した後、ニア
ミスが具体的に推定される約 1 分前になって作動したこと、このため、航空管制官 A 及び
B はその約 1 分の間に適切な管制指示を行い、かつ、航空機側をこれに十分に反応させる
必要があったこと、2）TCAS については、航空管制官の指示と無関係に、操縦席内で回避
の指示を機械的な音声によって行うものであり、航空管制官は当該回避の指示が発せられ
たことを、航空機側からの無線通信によらなければ知ることができないのであり、また、
当該回避の指示の採否の判断は CNF の局面では既に機長に一任されているのであり、よっ
て本件結果について航空管制官による予見可能性がないこと、がある（23）。重ねて、後半
の 2）については、日本航空 907 便が TCAS の指示を認知しながら、かつ、それに反して
降下したことは、航空管制官の指示と TCAS の指示との、操縦士による比較考慮を経た後
の、日本航空 907 便の操縦士自身の判断によるところであり、よって、本件の航空管制官
による便名の言い間違いとニアミスは、異なる理解が存在した結果であるともしている
（24）。 
 法的な観点について東京地裁は、本件航空管制官が管制方式基準に定める管制間隔の維
持を損なったことについて、管制方式基準を含む交通関係法規における義務違反が、業務
上過失致傷罪における刑法上の注意義務とは必ずしも一致しないことから、日本航空 907
便に対する指示自体がニアミスを招く危険な行為であったか、否かを検討する必要がある
としている（25）。この検討の結果、東京地裁は本項冒頭の判断に到達するのであるが、判
決文中「便名を言い間違えて管制指示を行うことが適切でないことは、明らかであるが、
便名を言い間違えて行った管制指示であったとしても、その結果特に航空機同士が異常接
近するような事態にはならず、各航空機間に安全な間隔が保たれていたというのであれば、
便名の言い間違いは業務上過失傷害罪における刑法上の注意義務違反に当たるとはいえな
い」（26）とする所論に核心がある。さらに判決文中では「過失行為としての実質的な危険
性の有無」（27）において、「管制方式基準所定の管制間隔は、ある程度の許容範囲を見込
んで設定されており、2 機の航空機が管制間隔よりも接近した場合に、直ちに接触・衝突
の危険が発生するわけではない」（28）、かつ、「907 便の C 機長、958 便の E 機長及び K
機長（907 便と同じボーイング 747-400Ｄ型旅客機の操縦を担当する機長）は、いずれも公
判定において、1,000 フィートの高度差をもって他の航空機と交差する場合には危険とは感
じない旨供述している」（29）から、日本航空 958 便が水平飛行を維持したときに推定され
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る交差の場合の安全性が確認される。よって、「以上によれば、被告人 B の 907 便に対す
る降下の指示は、業務上過失傷害罪における過失行為としての実質的危険性を有するもの
とは認められず、また、被告人 B の上記管制指示を是正しなかった被告人 A の対応にも、
過失行為として実質的な危険性は認められないというべきである（被告人 B の上記管制指
示は、当該管制指示を発した段階において、管制方式基準を満たさない不適切なものであ
ったが、結果的には、業務上過失傷害罪における結果回避義務に違反したとはいえないも
のであったといえよう）」（30）としている。 
 TCAS による指示については「国土交通省航空局が定期的に発行する航空情報サーキュ
ラー、日本航空株式会社の運航規程であるオペレーションズ・マニュアル・サプリメント
等では、回避措置の指示が発せられた航空機の機長は、当該指示に従って操作を行うこと
が危険と判断された場合を除き、当該指示に直ちに従うこととされ、管制指示高度から逸
脱する場合でも、航空法第 96 条第 1 項違反には問われない」と規定されている（31）。TCAS
作動時、日本航空 907 便の機長は既にエンジン出力をアイドルの位置に操作し、再び上昇
のための加速に要する時間等を勘案して降下を続行している（32）。つまり、日本航空 907
便の機長の判断は、航空管制官 B の指示のみならず、エンジンの状態、及び既に目視によ
り確認されていた日本航空 958 便の位置とその回避の可能性を考慮して行われたのである
から、TCAS が作動することによって、以降、航空管制官が責任を負わないということで
はないにしても（33）、TCAS の作動が直ちに航空管制官の指示を危険なものとしたと断定
することにはならない。むしろ、TCAS による指示と、航空管制官の指示とが危険の回避
について連続していないことによって、航空管制官の言い間違いによる指示は、それ自体
具体的な危険に結びつくものではなかったとするのが、東京地裁の判決の法的な論旨であ
る。 
 平成 20 年４月 11 日の東京高裁の判決は、東京地裁とは異なり、業務上過失致傷罪にお
いて航空管制官 A 及び航空管制官 B を有罪にしている。 
 東京高裁の判決の要旨は、次のとおりである。 
航空管制官 A は、日本航空 958 便を「約 35,000 フィートまで降下させる意図の下に、誤
って上昇中の 907 便に対して同高度まで降下するよう指示したことに気付かず、958 便に
対して同高度まで降下するよう指示したものと軽信して、被告人 B の過った管制指示を何
ら是正しないまま放置した過失の競合により」（34）日本航空 907 便を降下させ、結果、日
本航空 958 便の TCAS を作動させ、もって日本航空 907 便に急降下の操作を余儀なくさせ
て負傷者を発生させたものである。事故発生の要因は「958 便を降下させる意図の下に便
名を言い間違えて 907 便に降下指示を与えたこと、被告人 A もその言い間違いに気付かず
是正しなかったこと、その後降下した 907 便と、降下指示（TCAS）に従って降下した 958
便とが著しく接近し、両機の衝突を避けるため 907 便が急降下したため、907 便の乗客 57
名に傷害の結果が発生したという客観的な事実については、当事者間に争いはなく、証拠
上も明らかに認められるところである」（35）ことであり、航空管制官の言い間違いによる
管制指示が、事故を引き起こした原因であるとし、言い間違いの状況は、そのまま事故に
繋がらないとした東京地裁の判断とは全く対立している。東京高裁は、言い間違いから
TCAS の作動までを連続して捉えた。言い換えれば、東京高裁は、本件事故の因果の経過
の基本的な部分において、航空管制官にも予見可能性があるとしていることから東京地裁
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の判断と異なる結論に到達している。 
 東京高裁の判決文によれば「管制間隔を維持するという管制方式基準上の義務が一般論
として直ちに業務上過失致傷罪における刑法上の注意義務と一致するものではなく、また、
便名を言い間違えたということ自体を重視するのが相当ではないことは、原判決が指摘す
るとおりである。本件においては、被告人 B の 907 便に対する降下の指示及びこれを是正
しなかった被告人 A の行為に過失責任が認められるか否かを検討すべきである」（36）と
しながら、さらに日本航空 907 便に対する降下の指示について「907 便に対する降下指示
と、907 便の乗客らの負傷との間には相当因果関係が認められ、」（37）かつ、日本航空 958
便が TCAS の指示によって降下を開始した時点で「907 便の乗客らに負傷という結果が生
じるおそれがあるという「因果の経過の基本的部分」において予見可能性があったという
べきである」（38）としている。この論旨によれば、航空管制官 A 及び航空管制官 B には、
ともに刑法上の義務として注意義務があったことになる。東京地裁の判決について東京高
裁は「実質的な危険性のある行為」に関する検討は、本件の具体的な事実関係において「958
便が巡航を続けること」を前提にした点、あるいは、「TCAS による回避措置の発出とそれ
に伴う両機の機長の措置」を「その後の事態の流れ」と評価して考慮しなかった点などで
誤った前提に立つもので、これを是認することはできない。結局、被告人両名に、業務上
過失傷害罪にいう過失が認められる」（39）として有罪の結論に達している。 
 平成 22 年 10 月 26 日の最高裁の決定は、東京高裁の判決を支持するものであった。 
 最高裁の決定の要旨は、次のとおりである。 
 ① 決定本文で確認された事実関係（40） 
 1）ニアミスの初期段階において、上昇中の日本航空 907 便よりも、巡航中の日本航空
958 便に対して、降下の指示を行うのが適切な管制指示であったこと。 
2）日本航空 958 便に対する指示を日本航空 907 便と言い間違えたこと。 
3）管制指示を受けた日本航空 907 便は、降下の操作を開始したが、ほぼ同時に TCAS
による上昇の警告を受けたこと。 
４）3）に係わらず、機長の判断によって降下を開始したこと。 
5）ほぼ同時刻に日本航空 958 便に搭載されていた TCAS が作動し、当該便に降下の警
告を行い、機長はその警告のとおり降下を開始したこと。 
6）上記の結果、2 機は共に降下したのであるから、日本航空 907 便は、急降下によって
日本航空の下を潜るという回避を行うことになり、その際に当該急降下が原因で、乗
員及び乗客 57 名が負傷したこと。 
? 最高裁の判断（41） 
1）本件事態下では、被告人は巡航中の日本航空 958 便に対する指示を的確に出すことを
特に要請されていたのであり、よって便名の言い違いは、航空管制官として職務上の
義務に違反する不適切な行為であったこと。 
2）本件の状況から、TCAS の性能を勘案すれば、そして 2 機の航行方向及び位置関係に
照らせば、TCAS による回避の警告が発せられる可能性が高いことが理解される。 
そして、そのような状況の下での 1）の行為は、両機の接触、衝突という事態を引き
起こす高度の危険性を有していたというべきであること。 
3）よって本件は、業務上過失傷害罪の観点からも結果発生の危険性を有する行為として
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過失行為に当たること。 
 ４）因果関係については、日本航空機長が自らの判断で、降下を継続したのは管制指示 
  を前提に、管制指示に大きく影響されているのだから、日本航空 907 便が降下を継続
したことは、本件の降下指示と本件ニアミスとの間の因果関係を否定する事情にはな
らないこと（因果関係あり）。 
③ 結論 
   上記の①の事実関係と②の判断から、「TCAS に関する被告人両名の知識を前提にす
れば、958 便に対して降下の回避警告が発出されることは被告人両名において十分予
見可能であり、ひいては 907 便と 958 便が共に降下を続けて異常接近し、両機の機長
が接触、衝突を回避するため急降下を含む何らかの措置を採ることを余儀なくされ、
その結果、乗客らに負傷の結果が生じることも予見できたと認められる」ことになる
（42）。よって、航空管制官としての注意義務違反と、言い間違いの管制指示の是正に
関して注意義務違反があり、これらの過失の競合によって航空管制官 A 及び B につい
て業務上過失致傷罪が成立することになる。この場合において、TCAS と管制指示と
の間に優先順位が明確に指定されていないこと、及び日本航空 907 便の機長の判断が
介在したことは、当該業務上過失致傷罰の成立を左右しない（43）。 
   さらに補足意見では、システム上の不都合があったとしても「管制官としては、行
為時における所与の条件の下で、求められている注意義務を尽くすべきであり」（44）、
同時に「事故の原因を調査する専門的機関と捜査機関の協力関係に関しては検討すべ
き課題があるが、本件のような行為について、刑事責任を問わないことが、事故調査
を有効に機能させ、システムの安全性の向上に資する旨の所論は、政策論・立法論と
しても、現代社会における国民の常識に適うものであるとは考えがたく、相当とは思
われない」（45）として、反対意見（裁判官櫻井龍子）を付記しながらも決定文を終わ
っている。 
最高裁の決定によって確定した判決は、刑事訴訟法により起訴された航空管制官の業務
上過失致傷罪の成立の可否について、誤った指示と負傷者が発生したことについて因果関
係が存在したこと、及び被告とされた航空管制官に注意義務違反があったこと、同時に、
結果の発生について予見可能性と結果の回避可能性があったことの立証に争点がある。刑
法上の「業務」が、一般の人の生命に危険を及ぼすものであり、かつ、反復継続して行わ
れる行為であることから、これに本件の航空管制が該当することは論を待たないといえる。
また、予見可能性と結果の回避可能性の連関については、刑法学上争いがあり、さらにこ
の連関の軽重に比例して注意義務違反の程度が異なる傾向にある。そしてそれは科学技術
が直接行為（業務）を支配する部分が大きいときには、顕著になるともいえる（46）。本件
の判決はこうした注意義務違反のあり方の延長線上にあり、判決はこれらの論点を踏まえ
て結論を導いている。 
次に航空管制経験者、操縦士など、被告人として、あるいは所属から不利益を被る可能
性がない航空関係者が主張する事実を見てみよう。 
3 航空従事者・関係者の主張から 
 自治医科大学医学部教授の河野龍太郎は元航空管制官であり、その経験を踏まえて本件
事件を解説している。河野の基本的な考え方は、「どのように優秀な人間でも、情報がなけ
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れば正しい判断はできない」（47）というものである。そのため、ここでの事実は、誰に責
任があるのか、ということよりも、それぞれの段階で、誰が何をできたのかを正確に把握
しようとするものである。本項では、この河野の報告（48）と航空・鉄道事故調査委員会
が作成した航空事故調査報告書 2002-5（49）によって、本件事故の事実を把握してみよう。 
 日本航空 907 便と日本航空 958 便とは、東京航空交通管制部の関東南 C セクターにおい
て、航空管制官 A と航空管制官 B の管制を受けながら飛行していた。ニアミスが生じる
56 秒前に、A と B の前のレーダースコープの画面上に、コンフリクト（conflict）を警告す
るアラート(alert)が表示された。さらにニアミスが生じる 53 秒前には日本航空 958 便の
TCAS が作動して、回避警告が発せられた。また同じ時刻（52 秒前）に日本航空 907 便で
も TCAS が作動し、回避警告が発せられた。このままの状況が続けば、日本航空 907 便と
日本航空 958 便は交差点でニアミスを生じるまで接近することになる（図）（後掲 48 頁）。
航空管制官 B はこの状況に応じて、日本航空 958 便が成田空港行きであり、今後は降下す
る経路を飛行することから、この 958 便に降下の指示を行い、垂直方向の管制間隔を維持
することを意図しながら「Japan Air niner zero seven, descend and maintain flight level three five 
zero, begin descent due to traffic」として、過って日本航空 907 便に指示を出した。このとき、
日本航空 907 便は左に旋回し、前方に日本航空 958 便が 37,000 フィートを水平に巡航して
いるのを確認しながら、39,000 フィートに向けて上昇中であった。そして、航空管制官 B
の指示に対して日本航空 907 便は「Japan Air niner zero seven, descend and maintain flight level 
three five zero, traffic insight」と復唱し、降下の操作を開始した。ニアミスの 38 秒前から 33
秒前である。 
この間、航空管制官 B 及び A のレーダースコープに現れているアラートと日本航空 907
便及び日本航空 958 便との間には技術的な連携がなく、また、日本航空 907 便と日本航空
958 便機内の TCAS による回避警告と航空管制官のレーダーに現れているアラートにも、
技術的な連携がない。よって、航空管制官 B 及び A には、この場合の TCAS の作動に関す
る情報がない。ただし、TCAS による回避警告は、電波による情報交換（確認）により、
日本航空 958 便には降下を、日本航空 907 便に対しては上昇を警告することになり、当該
2 機の間は技術的に連携しているから航空機相互には情報があることになる。繰り返しに
なるが、航空管制官はこの TCAS による上昇、降下の警告の内容を知らない上に、警告が
発せられていることも確認できない。裁判所が、航空管制官は知識として TCAS の機能を
知っているのだから、本件では当然それを予測することができる、としていることは、漠
然と予測できるという範囲に止まり、何時、どのような回避の警告が発せられたのかを確
認する方法は、航空管制官にとっては当事者である航空機からの通報以外に存在しない。 
ニアミスの37秒前（航空管制官による日本航空907便に対する管制指示とほぼ同じ時刻）
には、TCAS による回避警告が回避の指示まで進行し、日本航空 958 便には降下を、日本
航空 907 便には上昇を指示したものの、日本航空 958 便のみが TCAS の指示に従って降下
を開始し、日本航空 907 便は航空管制官の指示によることを採用し、これも降下を続行し
た。 
この段階で、航空管制官 B 及び A は、共に言い間違いに気付いていないのだから、日本
航空 958 便については、管制指示によって降下していることをレーダースコープ(radar 
scope; radar screen 以下同じ)によって確認しながら、日本航空 907 便については同じくレー
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ダースコープによって、管制指示に従わずに降下していると認識している。 
航空管制官 B は、この認識を裏付けるように、先行して有効になっている日本航空 907
便への言い間違いの管制指示に加えて、日本航空 907 便と日本航空 958 便との間に水平方
向の管制間隔を設定する目的で、日本航空 958 便に対して「Japan Air niner five eight fly 
heading 130 for spacing」として指示している。降下を開始した日本航空 958 便の進路を右
側（外側）に変針させ、接近する日本航空 907 便との間の管制間隔を広げることを意図し
たものである。しかしながら、日本航空 958 便からは返事がなく、変針は行われない。航
空管制官 B は、日本航空 958 便に対して「fly heading 140 for spacing」という管制指示を重
ねて行うが、前回と同様に返事がなく、変針は行われない。 
この間、航空管制官の指示の対象であった日本航空 958 便では、ニアミスの 22 秒前に
TCAS によって「increase descent」の指示が発せられ、日本航空 958 便はこれに従い、降下
率を増加させている。 
こうした事態の推移に対して航空管制官の側では、監督指導役の航空管制官 A が TCAS
の情報を欠きながらも日本航空 958 便に対して「begin descent」と直接指示し、日本航空
907 便に対しても「climb and maintain flight level three niner zero」と直接指示している。し
かしながら、事態は航空機からの視認による、機長の判断、すなわち機長の操縦による回
避の段階にまで進んでいて、日本航空 958 便は降下から水平飛行に変針し、日本航空 907
便は急降下を行い、最終的には 105ｍから 165ｍくらいの間の間隔で交差した。このとき日
本航空 907 便は当該急降下の際のマイナス G が大きく、機内の乗客及び乗員に負傷者を出
した。 
河野は、これまでの経緯の中で航空管制官側の機能的な限界について言及している（50）。 
まず、レーダー（radar）である。航空管制官のうち航空路管制を担当する者は、航空機
を直接目視で確認しながら管制を行っているのではなく、一定の空域ごとに配置されるレ
ーダースコープ上の点（航空機の位置を示す）の位置とそれに付帯する文字情報（便名、
高度、速度等）を確認しながら、無線交信によって航空機相互の間の管制間隔を維持する
ために、その都度、航空機に対して進行方位、高度、速度などに関する指示を行うことが
業務である。そして、航空路管制用のレーダー(radar)はその回転速度に応じて、1 分間に 6
回、つまり 10 秒間に 1 回だけ航空機の正確な位置を示すのが基本的な構造で、この構造の
中でコンフリクト（conflict）のアラートシステム(alert system)は、航空機のレーダースコ
ープ上の 1 回目の位置と 2 回目の位置から 3 回目の位置を算定（数学的に推定し）し、そ
の針路上に衝突の危険が存在するか否かに応じてアラーム（alarm）を発するというものに
なっていた。ところが、この算定は実際に動いている航空機の動向に応じて、つまり、1
回目と 2 回目が直進であれば、3 回目も直進上での検証を行い、アラーム(alarm)の可能性
を算定することになっていたのである。従って、本件ニアミスのような日本航空 907 便の
飛行計画による左旋回は予定であるから、旋回前はアラーム(alarm)の対象とはならない。
アラーム(alarm)が原則として 3 分間前に作動するという航空管制側のシステムには機能的
な限界があったことになる。よって、実際の状況（変針）に応じて、日本航空 907 便の左
旋回後、つまりニアミスの約 50 秒前にアラーム(alarm)が発せられるということが生じる。
航空管制官がレーダー(radar)によって航空機の動向を、つまり位置そして航跡とその後の
針路を常に把握しているということは、「推定」を含まないとすれば「ない」ことになるし、
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アラーム(alarm)の原則からは、相当の時間的な余裕が見込まれなければ航空管制による安
全は、完全には確保できないことも推定される。 
また、TCAS の作動に関する情報は航空管制官側にないため、1 分間に過ぎない時間で
生じた日本航空 907 便と日本航空 985 便によるニアミスでは、航空管制官の意思が介在す
ることなく、しかも一方が自らの判断で TCAS の回避の指示に従わず、かつ、他方が TCAS
に従ったために、TCAS の指示が上方への回避と下方への回避という 2 つの選択肢のみで
あったことから、当然 2 機の航空機には衝突の危険が生じる。そこでも航空管制官は、言
い間違いに係わらず、レーダースコープ上の航空機の動向から、TCAS の作動を推定しな
ければならない、というのが裁判所の考え方であり、そこに至る契機となった言い間違い
こそが過失であるとするが、言い間違い以降（それに気がつかなくても）においても、航
空管制官は、現状を正確に知覚して、これを元に未来に対する予測を行うことを基礎にし
て管制を行う訳だから「判断に必要なすべての情報が管制官に提供されなければこれを正
しくできない」（51）ことは変わらない。ここでは、航空機の運航が非常な高速で行われ、
その航空管制が極めて正確に行われる必要があるとすれば、TCAS の情報と航空管制によ
る指示との混合と、その後の選択に関する情報欠如を容認していた手続が、事態の回避可
能性の検証にとって重要である。 
さらに、付け加えれば本件の航空管制官がレーダーから得られる範囲の情報に応じて、
先行する「言い間違いの管制指示」によって生じた事態の修正を試みていることも重要で
ある。水平方向への変針がそれである。航空機内では、TCAS による回避指示によって生
じたそれぞれの機長の判断が、航空管制官側からの管制指示の効果を減じたことが想定さ
れるが、航空管制官自身は事態の解消について注意義務を果たしていることになる。しか
しながら実際の回避は、航空管制官による管制指示を離れて、最終的にはそれぞれの機長
の目視による回避によって行われている。そしてこの場合に、人間は現存する枠組みの中
で判断する慣性が働くから、三次元での高速かつ高高度での衝突回避には、相当程度の技
量が必要であったことも推定される。 
結局、本件ニアミスでは、TCAS の中途半端な導入こそがニアミス発生の原因である。
日本航空の運航規程等によれば TCAS による回避指示が発せられたときは、原則として機
長は、直ちにこれに従うこととされているが、同時に、機長がそれを危険であると判断し
た場合を除く、として、それぞれの現場での機長の判断を優先させている（52）。これによ
って、ニアミス又は空中衝突の回避については「指揮命令系統の一本化の失敗」（53）が生
じていることになる。分単位又は秒単位での回避操作が行われる必要があるとしたら、指
揮命令系統は予め明確に単一でなければならず、回避が最終的には機長の判断と操縦に依
存するにしても、機長及び航空管制官の判断の優先順位が確定している必要があり、かつ、
TCAS の機能は状況の変化にも対応することによって、衝突回避についての信頼性を保つ
ものでなければならない、ということになる。 
 
４ 判決上の第一の論点について 
 ニアミスの原因、又は責任を航空管制官に特定できるのか、ということである。ニアミ
スを連鎖という観点から把握すると、東京高裁の考え方、つまり「因果の経過の基本的な
部分」（54）において、航空管制官の管制指示の言い間違いこそが、その発端であり原因で
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あったことは否定されない。そして、誰に責任があるのか、という思考では連鎖の発端で
あり、かつ、言い間違いをすべきではなかった航空管制官に責任がある。 
 これを、なぜニアミスを回避できなかったのか、という観点から分析すると、TCAS の
導入の不完全さが重要になる。情報が当事者の間で共有できなければ、ニアミス直前のよ
うに通常と比較して緊張感が高い状況では、十分な衝突回避の可能性は低い。これを航空
の安全確保のあり方という総体的な観点から見れば、航空交通の安全の確保、つまりエラ
ー（error）の拡大が、いくつかの障壁（barrier）によって阻止されることが予定されてい
るという事実に言及しなければならない。「to error is human」（人間はエラーする）という
考え方は、航空の世界でも常識として存在する（55）。よって航空におけるエラー（error）
は発生するものであり、操縦席内では機長と副操縦士との間での CRM（cockpit resource 
management）によって、航空管制官では担当する管制官や調整席などの連携や、担当の順
次ローテーション(rotation)によって緊張感を維持することなどによって、さらに管制指示
については、発信側の管制指示を、受信側が必ず復唱することが義務となっていることに
よって、エラー（error）の拡大を阻止する構造がある。その構造が、レーダー（radar）や
人工衛星と目視による監視、そして自動操縦装置の精度維持等という多重のもので、いず
れかの段階でエラー(error)を修正するものであるとすれば、衝突の回避という局面に不確
定な要素が混在することの重要さは注視されるべきである。もし、それが否定されれば、
エラーの発生の必然を、その後の連鎖中で防止するという構造は致命傷を負うことになる。 
 航空事故に関する従前の判例のうち、不起訴とされたものの判断基準は、機長等の被告
人に客観的な注意義務が存在していたか、そして結果について予見可能性があったか、否
かであった（56）。これによれば、注意義務を果たしながら天候の急変等によって、すなわ
ち予測が不可能な条件が現れ、それによって事故が発生した場合等が不起訴にあたる（57）。
こうした観点は、今後、予測不可能な範囲が技術的に狭まり、かつ、航空自体の人間工学
的な研究の進歩にも対応して、事故等の原因又は責任を特定する場合には、必然的に当該
特定の過程を複雑にすることになる。 
 
5 判決上の第二の論点について 
 本件被告人は、航空管制官である。実際に操縦していた機長は起訴されていない。しか
しながら、目視によって相手方航空機を確認しながら、そして TCAS の作動を確認しなが
ら航空機を操縦していたのは日本航空 907 便及び日本航空機 958 便の機長であった。そし
て日本航空 907 便の機長は、日本航空 958 便が高度を維持して水平に巡航していれば、自
機の降下によって日本航空 958 便の下方を通過できると判断したのである（58）。しかも、
このときに 907 便機内では TCAS が作動（上昇指示）しているのだから、相対的には相手
方の 958 便が降下することも予測可能であったことが推定される。よってここでは、ダグ
ラス DC10 とボーイング 747 の操縦性、特に操縦操作に対する反応を、操縦士の意見を踏
まえて把握し、さらに本件操縦士の運航経験から、本件状況下で、どのような回避措置が
可能であったかを聴取する必要がある。本件ニアミスの全体を検証するとは、そのような
ことであり、最高裁、東京高裁及び東京地裁の判決文には、操縦士の判断の適否が言及さ
れていない（59）。これを短時間のうちに、こうした判断を余儀なくされる状況を招来させ
た航空管制官に関して、その言い間違いの管制指示以降の予見可能性及び客観的な注意義
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務違反にのみ争点を置くならば、被告人に対する判断という意味で、極めて訴訟対応の事
実把握になる。 
 
6 判決の効果と事実との隙間について 
 本論は、刑法学の理論を追究するものではない。事実と判決の関係に着目し、本件判決
の社会における効用を、刑罰、特に業務上の過失罪が社会の安寧を維持することを目的と
する刑罰であるならば、航空という極めて技術主導の世界において、本件判決がその目的
を達成できるのか、ということの検証が目的である。 
航空の運航の態様が世界共通でありながら、航空事故に関する法制度は、日本と米国で
は異なる。米国の航空事故調査の制度は、事実の追求と、それによって類似の事故の再発
を防止することが目的であり、明らかな懈怠などによる過失の場合を除いて、事故調査は
刑事免責を制度として伴い、当該事故の当事者が客観的な事実を陳述する機会が設けられ
ているのに対し、日本の航空事故調査の公的な報告となる航空事故調査報告書は、裁判で
事実認定のための証拠として採用されることがあり、航空事故調査の客観性及び中立性と、
刑事罰を目的とした訴追の範囲が明確には区分されていない（60）。 
航空事故調査が客観的な事実を基礎において成立するのに対して訴訟は争いであり、憲
法第 38 条は「何人も自己に不利益な事実を供述することを強要されず」、さらに刑事訴訟
法が刑事免責を付与して得られた供述を裁判における事実認定の証拠とすることを認めな
い（61）とすれば、訴訟においては事実の客観性が損なわれる可能性は否定されず、結果、
そうした制度そのものが航空の現場において、そして事故調査の過程で「萎縮」を生じさ
せることも指摘されている(62)。もちろん、そうした「萎縮」に係わらず、さらに刑事責
任の追及に係わらず、航空事故の再発防止は行われるが、そこでは十分な、そして効果的
な防止策が講じられたのか、という疑問が残る。結果再発の防止が組織単位で終息する可
能性もある。なぜならば、真実は語られたのか、ということ、すなわち訴追を免れる目的
で本人が不利益となる証言を行わないことによって事実が現れるのかという疑問と、責任
の対象を特定する訴追の中での検証において、事故という事象の多角的な理解が可能であ
ったのか、加えて航空管制や大型機の操縦という極めて緊張が高く、かつ、技術的な業務
を、第三者である裁判官が正しく理解したのか、という疑問が生じることによる。 
結局、刑事裁判の効果は、過失を犯した者を処罰するという範囲に止まり、それを広く、
航空関係全般について評価すると、過失処罰自体には、今後の再発防止に向けて後退の効
果も認められ、さらに長期的な視点から見れば、運航の技術が高度化するにつれて、この
後退の傾向が強まる可能性は否定できない。 
  
（1）2011 年 11 月 27 日航空運航システム研究会シンポジウムにおいて、柳田邦男、池田良彦（東海大学教授）、垣
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桑野偕紀（元日本航空 B747 機長）、本江彰（元日本航空 B747 機長）によって「安全な社会構造を危うくする
管制官有罪判決（2010 年 11 月 10 日）」とする意見が公表された。  
（2）ibid 前記のうち、河野龍太郎（自治医科大学教授 元航空管制官）は航空・鉄道事故調査委員会において公述
を行うなど、航空関係者の間では、東京高等裁判所の判決以降、その動向に関心が集まっていた。航空事故調
査報告書 2002-5 3 頁ほか 
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